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１．当四半期決算に関する定性的情報 

（１）経営成績に関する説明 

当社グループの主力である「製粉及び食品事業」につきましては、昨年4月に外国産小麦の政府売渡価格が平均

3.0％引き上げられましたが、10月には平均5.7％引き下げられ、これに伴い、当社においても二度にわたり小麦粉

製品の販売価格改定を行いました。当第３四半期連結累計期間の経営成績は、小麦粉・ミックス粉ともに販売数量

は前年同期を上回り、売上高が増加し、利益面も増益となりました。 

「外食事業」の㈱さわやか（当連結対象期間１月～９月）につきましては、ケンタッキーフライドチキン店の 

販売が好調であったことから、売上高は前年同期比増加しました。また徹底した経費の見直しにより利益面も増益

となりました。 

  「運送事業」の日東富士運輸㈱につきましては、グループ外からの運賃収入は減少しましたが、効率的な配送と

経費削減に努めたこと、また燃料費が低水準に推移したことから、営業利益は前年同期比増加しました。 

  また、運送事業における営業拠点の統廃合に伴う固定資産売却や非上場株式売却等で特別利益2億5千7百万円、

埼玉地区の遊休不動産の減損実施等による特別損失2億7百万円をそれぞれ計上しました。 

 以上の結果、当社グループの当第３四半期連結累計期間業績は、売上高392億8千4百万円（前年同期比3.9％

増）、経常利益18億4百万円（前年同期比8.2％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益12億1千9百万円（前

年同期比31.6％増）となりました。 

 

（２）財政状態に関する説明 

  当第３四半期連結会計期間末の財政状態は、総資産は原材料及び貯蔵品の減少等により、前連結会計年度末比 

7 億 1 千 6 百万円減少し423 億 9 百万円となりました。純資産は利益剰余金等の増加により前連結会計年度末比 

9億3千1百万円増加し285億1千2百万円となり、自己資本比率は67.3％になりました。 

 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 

平成27年４月30日に公表致しました通期業績予想に変更はありません。 

 

２．サマリー情報(注記事項)に関する事項 

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 

該当事項はありません。 

 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

   該当事項はありません。 

 

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

会計方針の変更 

（企業結合に関する会計基準等の適用） 

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」という。）、

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基準」という。）

及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基準」と

いう。）等を、第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動によ

る差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法に変

更いたしました。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確

定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財務諸表に反映させる

方法に変更いたします。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更

を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第３四半期連結累計期間及び前連結会計年度については、

四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。 

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準第44－５項（４）及び

事業分離等会計基準第 57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首時点
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から将来にわたって適用しております。 

なお、当第３四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響額はありません。 

 

（たな卸資産の評価方法の変更） 

当社における商品及び製品の評価方法は、売価還元法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切

下げの方法）によっておりましたが、第１四半期連結会計期間より総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性

の低下による簿価切下げの方法）に変更しております。 

この変更は、当社新基幹システムの導入を契機として、価格変動の影響をより適時にたな卸資産の金額に反映させ

ることを目的としたものであります。 

第１四半期連結会計期間の期首に新基幹システムが本稼働したことから、過去の連結会計年度に関する精緻な商品

及び製品の受払記録が一部入手不可能であり、この会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を当連結会計年度の

期首時点において算定することは実務上不可能であるため、前連結会計年度末の商品及び製品の帳簿価額を第１四半

期連結会計期間の期首残高として、期首から将来にわたり総平均法を適用しております。 

この会計方針の変更による商品及び製品、売上原価、各段階損益並びに１株当たり情報への影響額は軽微でありま

す。 
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項 

（継続企業の前提に関する注記） 

該当事項はありません。 

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記） 

該当事項はありません。 

 

（セグメント情報等） 

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間 (自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日) 

  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 
     (単位：百万円) 

 

報告セグメント 

調整額 
四半期連結 
財務諸表 
計上額 製粉及び 

食品事業 
外食事業 運送事業 計 

売上高    

  外部顧客への売上高 32,965 4,679 172 37,818 ― 37,818 

  セグメント間の内部売上高 
  又は振替高 

4 0 1,661 1,666 △1,666 ― 

計 32,969 4,680 1,834 39,484 △1,666 37,818 

セグメント利益 1,137 116 82 1,337 △7 1,329 

(注)１ セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去額であります。 

  ２ セグメント利益は、四半期連結損益及び包括利益計算書の営業利益と調整を行っております。 

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間 (自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日) 

  １ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 
     (単位：百万円) 

 

報告セグメント 

調整額 
四半期連結 
財務諸表 
計上額 製粉及び 

食品事業 
外食事業 運送事業 計 

売上高    

  外部顧客への売上高 34,430 4,748 105 39,284 ― 39,284 

  セグメント間の内部売上高 
  又は振替高 

22 0 1,608 1,631 △1,631 ― 

計 34,453 4,748 1,713 40,916 △1,631 39,284 

セグメント利益 1,318 147 114 1,580 12 1,592 

(注)１ セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去額であります。 

  ２ セグメント利益は、四半期連結損益及び包括利益計算書の営業利益と調整を行っております。 

 

２ 報告セグメントの変更等に関する事項 

（たな卸資産の評価方法の変更） 

「会計方針の変更」に記載のとおり、第１四半期連結会計期間より、商品及び製品の評価方法は、売価還元

法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法）から総平均法による原価法（貸

借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法）に変更しております。 

この変更は、当社新基幹システムの導入を契機として、価格変動の影響をより適時にたな卸資産の金額に

反映させることを目的としたものであります。 
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第１四半期連結会計期間の期首に新基幹システムが本稼働したことから、過去の連結会計年度に関する精

緻な商品及び製品の受払記録が一部入手不可能であり、この会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を

当連結会計年度の期首時点において算定することは実務上不可能であるため、前連結会計年度末の商品及び

製品の帳簿価額を第１四半期連結会計期間の期首残高として、期首から将来にわたり総平均法を適用してお

ります。 

当第３四半期連結累計期間のセグメント利益への影響額は軽微であります。 

 
 

日東富士製粉㈱ (2003) 平成28年3月期第3四半期決算短信

9


	サマリー.pdf
	目次
	3(1)
	3(2)
	最後



